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本日の内容本日の内容
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１．SDGsに自治体が取り組むことの意義
・国連総会でのSDGｓアジェンダ
・地方創生とSDGｓ未来都市

2.SDGsを自治体で活かすことの効果
（１）普遍性 （SDGsの実施原則から）
（２）包摂性と統合性
（３）参画性と透明性

３．SDGsに自治体が取り組む手順（案）
（１）地域診断⇒目標設定⇒処方箋設計
（２）横断的で柔軟な組織づくり
（３）透明な参画型評価の仕組み
（４）SDGsの自治体支援体制、支援ツール



持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）とは

（２０３０アジェンダの採択）
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内閣府作成資料（2017）

「まち・ひと・しごと基本方針２０１７」 閣議決定（平成29年6月9日）

概要
わが国におけるＳＤＧｓの国内実施を促進するためには、民間事業者等による取組だけ
ではなく、地方公共団体及びその地域で活躍するステークホルダーによるＳＤＧｓ達成のた
めの積極的な取組が必要不可欠である。加えてわが国では、今後のＳＤＧｓの実施段階に
おいても、世界のロールモデルとなることを目指し、国内実施、国際協力の両面において、
持続可能な開発のために取組むこととしており、環境未来都市及び環境モデル都市の先
進的な取組実績等を活用して、これに貢献していく必要がある。このため、今後「環境未来
都市」構想のさらなる発展に向けて、地方公共団体におけるＳＤＧｓ達成に向けた取組を促
進するための施策を検討し、方向性を取りまとめる。

具体的取組
◎地方公共団体に対する普及促進活動の展開
・国内外の都市の成功事例・知見の共有やネットワークの形成支援を目的に、引き続き、Ｓ
ＤＧｓをテーマとした「環境未来都市」構想推進国際フォーラムを開催し、自律的で持続的な
都市の実現を図る。
・ＳＤＧｓに関する機運醸成を図るため、地方公共団体が主催するＳＤＧｓ理解促進、普及
啓発のためのフォーラム事業等に対して支援を行う。
◎地方公共団体によるＳＤＧｓ達成のためのモデル事例の形成
・地方公共団体によるＳＤＧｓ達成に向けた取組を促進するため、モデル的な取組を形成す
るための資金支援策を検討し、成案を得る。その際、他の模範となるような成功事例を形
成することを目的に、有識者による継続的なフォローアップ支援も同時に検討し、成案を得
る。 4

内閣府作成資料（2017）を抜粋加工



●環境モデル都市（2008～ 2013～）都市・地域での一体的
な低炭素化の取組み●低炭素都市推進協議会●低炭素都市づくりベスト
プラクティス

5

内閣府が進める地方創生の未来都市事業
環境モデル都市、環境未来都市・SDGs未来都市

●環境未来都市（2011～）

世界に冠たる「環境・未来構想」の作成と集中
投資で、成功事例を作り、国内普及・国際展開

●SDGs未来都市・自治体SDGｓ
モデル事業（2018～）

自治体によるＳＤＧｓの達成に向けた
取組を公募し、「ＳＤＧｓ未来都市」を
選定し、自治体ＳＤＧｓ推進関係省庁
タスクフォースにより強力に支援す
る。

自治体ＳＤＧｓ推進のための有識者検討会

概要

ＳＤＧｓを全国的に実施するためには、地域における積極的な取組が不可欠で
あり、また地方自治体へ大きな期待が持たれています。このような中で、「環境未
来都市」構想推進の取組手法及びその実績を、自治体がＳＤＧｓを推進する上
で、大いに活用。
よって、本検討会では、「環境未来都市」構想の実績を踏まえ、地方創生にお
ける自治体ＳＤＧｓ達成のための取組を推進するに当たっての基本的考え方を取
りまとめつつ、具体的な施策を提言する。

委員（敬称略・五十音順）

【座長】
村上 周三 一般財団法人建築環境・省エネルギー機構理事長
【委員】
秋山 弘子 東京大学高齢社会総合研究機構特任教授
浅見 泰司 東京大学大学院工学系研究科都市工学専攻教授
蟹江 憲史 慶応義塾大学大学院政策・メディア研究科教授
小宮山 宏 株式会社三菱総合研究所理事長
城山 英明 東京大学大学院法学政治学研究科教授
関 幸子 株式会社ローカルファースト研究所代表取締役
竹本 和彦 国連大学サステイナビリティ高等研究所所長
仲條 亮子 グーグル合同会社執行役員
藤田 壮 東京工業大学科学技術創成研究院特任教授・

国立環境研究所社会環境システム研究センター長
6

内閣府作成資料（2017）



「 環境未来都市 」 構 想 の 成 果を活用

地方創生の推進

○環境未来都市構想の成果

超高齢化対応 地域の独自テーマ環境課題

環 境 価 値 の 創 造
■低炭素・省エネルギー ■水・大気
■自然環境・生物多様性
■３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）等

社 会 的 価 値 の 創 造
■健康・医療 ■介護・福祉
■防災 ■子育て・教育 等

経 済 的 価 値 の 創 造
■雇用・所得の創出 ■観光
■新産業 ■産学官連携 等

市民生活（QOL）の向上
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内閣府作成資料（2017）

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の詳細
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内閣府作成資料（2017）



本日の内容本日の内容

9

１．SDGsに自治体が取り組むことの意義
・国連総会でのSDGｓアジェンダ
・地方創生とSDGｓ未来都市

2.SDGsを自治体で活かすことの効果
（１）普遍性 （SDGsの実施原則から）
（２）包摂性と統合性
（３）参画性と透明性
３．SDGsに自治体が取り組む手順（案）
（１）地域診断⇒目標設定⇒処方箋設計
（２）横断的で柔軟な組織づくり
（３）透明な参画型評価の仕組み
（４）SDGsの自治体支援体制、支援ツール

●ビジョン：「持続可能で強靭、そして誰一人残さな
い、経済、社会、環境の統合的向上が実現された
未来への先駆者を目指す。」

●実施原則：

①普遍性、②包摂性、

③参画型、④統合性、⑤透明性

①あらゆる人々の活躍の推進 ②健康・長寿の達成

③成長市場創出、地域活性化、科学技術
イノベーション

④強靭な国土と高なインフラ整備

⑤省・再生エネ、気候変動、循環型社会 ⑥生物多様性、森林、海洋等環境保全

⑦平和と安全・安心社会の実現 ⑧ＳＤＧｓ実施推進の体制と手段

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）実施指針の概要
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【８つの優先課題と具体的施策】

内閣府作成資料
（2017）から抜粋・加工



SDGs原則の自治体で取り組むことの意義
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◎普遍性
広く偏りのない議論の起点としての意義
◎包摂性
個別分野でなく全体の最適化を目指す意義
◎統合性
分野横断の追加的な価値
◎参画性
幅広い関係主体が参画する道筋の確保
◎透明性
幅広い関係主体が合意する論理・エビデンス

【普遍性】気候変動に備える緊急の社会転換、産業転換

グラフ出典：気象庁HP：日本の年平均気温， http://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/temp/an_jpn.html

� 日本の2017年のデータ
によると100年あたり約
1.19℃の割合で上昇

� 2016年の年平均気温は
1898年の統計開始以降
最も高い値

1898年以降観測を継続している気象観測所の中から、都市化による影響が少なく、特定の地域に偏らないように選
定された以下15地点の月平均気温データを使用。
網走、根室、寿都（すっつ）、山形、石巻、伏木（高岡市）、飯田、銚子、境、浜田、彦根、宮崎、多度津、名瀬、石垣島

― 細線（黒）：各年の平均気温の基準値※からの偏差
― 太線（青）：偏差の5年移動平均
― 直線（赤）：長期的な変化傾向
※基準値は1981〜2010年の30年平均値

� 農作物の品質低下・栽培適
地の移動

� 感染症媒介蚊の分布域の
北上

� 生態系への影響

12



・気候変動がもたらす問題

・気候変動は産業社会の「成人病」？

・気候変動には特効薬がない？

・「社会の習慣」を転換するための
技術・政策・社会転換が必要
（社会システムイノベーション）

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

1000 1200 1400 1600 1800 2000 2200

人口（億人）

低位推計

【出展】少子化対策白書（1872年以前は，鬼頭宏「人口から読む日本の歴史」講談社
（2000年），1872年～2010年までは総務省統計局「国税調査」、2011年以降は国立
社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口）」）

2010年
1.28億人

1967年
1億人突破 2100年

0.64億人
（中位推計）

2100年
0.46億人
（低位推計）

【普遍性】 経済成長の後の人口減少

14



15

【包摂性・統合性】 地方自治体への取り組み【包摂性・統合性】 地方自治体への取り組み

教育

環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ・水道 産業・観光・農林

福祉・健康

都市・住宅
・建設

【包摂性・統合性】自治体ＳＤＧｓモデル事業での包括的検討

16

ＳＤＧｓの理念に沿った統合的取組により、経済・社会・環境の三側面における新しい価値創出を通して
持続可能な開発を実現するポテンシャルが高い先導的な取組であって、多様なステークホルダーとの連
携を通し、地域における自律的好循環が見込める事業を指す。

モデル事業とは

●取組①
●取組②
●・・・

●取組①
●取組②
●・・・

提案都市の課題…○○○

提案都市の課題…○○○

経済

環境

社会

自治体ＳＤＧｓ推進事業費補助金
三側面をつなぐ統合的取組

●取組①
●取組②
●・・・

提案都市の課題…○○○

社会面の
相乗効果①

経済面の
相乗効果①

経済成長と雇用、
インフラ、産業化、
イノベーション 等

保健、教育 等

ｴﾈﾙｷﾞｰ、
気候変動 等

環境面の
相乗効果①

環境面の
相乗効果②

社会面の
相乗効果②

経済面の
相乗効果②

ＳＤＧｓのゴールについては、提案都市の課題に応じて選択

＜事業イメージ＞

内閣府作成資料（2018）



SDGs Future City/ 
Local government 
SDGs mode program  

10 municipalities

Shizuoka city

Tsukuba city

Matsushima city

Hokkaido pref.

Shimokawa town

Niseko town 

Kamakura city

Yokohama city

Hamamatsu 
city

Toyota city

Shima city

Totsugawa vil.

Kamikatsu town

Hiroshima pref.
Oguni town

Kitakyushu city

Iki city

Ube city

Okayama city

Maniwa city
Hakusan city

Suzu city

Toyama city

Sapporo city

Semboku city

Kanagawa 
pref.

SDGs Future City Initiatives Announced  on June 15, 2018

Iide town

Sakai city

Nagano pref.

This map is made based on the blank map of Geospatial Information Authority of Japan 〔http://www.gsi.go.jp/〕

SDGs Future City

19 municipalities

17

【包摂性・統合性】ＳＤＧｓモデル事業の10都市における

2030年に向けての優先的なゴールの俯瞰 藤田作成（2018）

18



19

【統合性】地域エネルギー事業から展開するSDGs都市

森林保全・再生

地域の新しい公民連携（ドイツ型スタッツベルゲ）

地域環境・エネルギー教育

地産地消エネルギー権 地域エネルギー
まちづくり

20

・地域の水環境整備を森林再生・自然共生、流域整備、地域エネル
ギーと連携

・総合的な気候変動対策、新しい産業振興、水資源へ自立型農業、製
造業、水環境を通じた地域力の向上

【統合性】水環境づくりから展開するSDGs都市



【普遍性】
〇新しい「豊かさと活力」を地域で確保・創出を展開。
〇SDGsを原動力とする強靭かつ魅力的な環境都市へのまちづくりで
の地方創生の実現。
〇SDGsと連動する新たな生活、産業の創出。

【包摂性・統合性】
〇分野横断の地域目標の設計と、地方創生事業の推進による複合的
な地域価値⇒SDGs追加価値
〇包括的な処方箋の設計と進展の評価システム

【参画性・透明性】
〇地域特性を反映する参画型の目標設定⇒計画⇒評価のプロセスに
よる地域ガバナンスの先導
〇幅広い主体協議を支えるｴﾋﾞﾃﾞﾝｽ・指標等の活用

SDGs未来都市に取り組むことの意義

21

本日の内容本日の内容

22

１．SDGsに自治体が取り組むことの意義
・国連総会でのSDGｓアジェンダ
・地方創生とSDGｓ未来都市

2.SDGsを自治体で活かすことの効果
（１）普遍性 （SDGsの実施原則から）
（２）包摂性と統合性
（３）参画性と透明性

３．SDGsに自治体が取り組む手順（案）
（１）地域診断⇒目標設定⇒処方箋設計
（２）横断的で柔軟な組織づくり
（３）透明な参画型評価の仕組み
⇒SDGsの自治体支援体制、支援ツール



ＳＤＧｓ未来都市等に求められる内容（提案内容）

23

【ＳＤＧｓ未来都市とは】、ＳＤＧｓの理念に沿った基
本的・総合的取組を推進しようとする都市・地域の中か
ら、経済・社会・環境の三側面における新しい価値創出
を通して持続可能な開発を実現するポテンシャルが高
い都市・地域として選定されるものである。

【自治体ＳＤＧｓモデル事業とは】、ＳＤＧｓ未来都
市によるＳＤＧｓの基本的・総合的取組の中でも特に注
力的に実施する事業であり、多様なステークホルダー
との連携を通し、地域における自律的好循環が見込め
る事業を指す。

内閣府ＳＤＧｓ未来都市等募集要領（2018）より抜粋・加工

ＳＤＧｓ未来都市等に期待される提案・計画内容

24

１ 全体計画（自治体全体でのＳＤＧｓの取組）
① 将来ビジョン；地域の実態、2030年の姿、優先的ターゲット
② 自治体ＳＤＧｓの推進に資する取組 概要と普及展開
③ 自治体ＳＤＧｓの取組実施可能性（各種計画への反映）
④ 推進体制
行政体内部の執行体制、域内の連携、自治体間の連携、国際連携

２ 自治体ＳＤＧｓモデル事業（特に注力する先導的取組）
・課題・目標設定と取組の概要（自治体ＳＤＧｓモデル事業の全体像）
・経済面・社会面・環境面の取組
・三側面をつなぐ統合的取組 （自治体ＳＤＧｓ補助金対象事業）
三側面をつなぐ統合的取組による相乗効果、新たに創出される価値
自律的好循環／多様なステークホルダーとの連携／資金スキーム
取組全体のスケジュール

内閣府ＳＤＧｓ未来都市等募集要領（2018）より抜粋・加工
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25TC発電所

廃熱

山林

森林
バイオマス
エネルギー

メガソーラー

工場地区

SDGsのショーケース事業の計画
たとえば地産地消エネルギー事業、地域循環共生圏の形成

既存野菜工場
（

ハイブリッド小規模
エネルギー供給

オンデマンド
交通

公共施設
庁舎）

廃棄物

重油 農業残渣剪定枝など

実証野菜工場

公営住宅

住宅団地

住宅団地

公共施設
（学校）

地域循環共生
環境マネジメント
ICTネットワーク

（エネルギー・交通他）

産業都市
資源エネルギー
循環共生利用
ネットワーク

農林
循環共生
ネットワーク

地域エネルギー事業の例（ドイツザーベック町）
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地域エネルギー事業からのまちづくり拠点例（福島県新地町）

①

④交流センター
・ガラスの機械室 ・サイネージ設備
（イベント情報、まちのPRなども掲載）

②
〇熱導管のサイン化
・地中の熱導管を見せる

③復興学インキュベーション
センター（国立環境研究所と
東京大学新領域等が連携）
・エネルギーまちづくりの社会イノベーション研究拠
点の運営
・模型、パネル・写真展示
、環境教育設備等の設置
・サイネージ設備
（商業施設テナント情報なども掲載）

②地域エネルギーﾈｯﾄﾜｰｸ
（施設・導管ルート）
のサイン化
・舗装（ルートライ
ン、サインプレート、
ハンドホール、な
ど）

〇施設等のサイン
・エネルギー供給・消費量や状況を
視覚的に分かりやすく説明

③ ④

⑤

⑥

熱導管・自営線ルート
27

①見えるエネルギーセンター
環境エネルギー交流・拠点

知己エネループラント、計測装置の見え
るかによる実践教育機会としての活用・
エネルギー消費モニター
・壁面太陽光パネル、緑化

運行
実績

地域エネルギーアシスト地域エネルギーアシスト 生活アシスト生活アシスト

情報ﾈｯﾄﾜｰｸによるスマートコミュニティ事業の検討例
福島県新地町の例

協力世帯

エネルギー
消費実績
エネルギー
消費実績

将来案①公共施設との連携将来案①公共施設との連携

学校
公共施設

高齢者くらし
支援

地域交通支援

利用実態

既設の太陽光
パネル

太陽光パネル
発電量

省エネチャレンジ

石炭火力
発電所

太陽熱

野菜工場

ＬＮＧ基地

将来案②産業・農業モニタリング将来案②産業・農業モニタリング

工場群

地域産業
エネルギー

センター

28

スマート・
ハイブリッド

センター

電子回覧板機能

情報共有支援

産業や農業の
モニタリング
情報を集積

熱供給施設

熱・CO2

協力世帯

エネルギー見える化支援

工場群

省エネ行動支援

国立環境研
究所は、町
からの要望
整理やシス
テム設計、
タブレット
の運用支援
などを担当

健康情報

28



運営担当部局

事務局

29

自治体SDGs検討体制の構成案自治体SDGs検討体制の構成案

自治体の横断的
なガバナンス

企
画
政
策
部
門

市民
SDGs

研究

機関

知識

情報

手法

理論

経験

都
市
建
設
部
門

健
康
福
祉
部
門

教
育
部
門

環
境
生
活
部
門

産
業
農
林
部
門

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

企業

企業

団体

地域組織

連携町村

②１７のターゲットに拠る
地域のゴール選定

地域の包摂的な目標設計

30

SDGs未来都市の実践の手順
地域診断から目標設定、処方箋設計、評価

SDGs未来都市の実践の手順
地域診断から目標設定、処方箋設計、評価

①地域の１７の分野

ごとの現状分析

課題と長所の把握

③地域ごとの処方箋（ソリュ
ーション）の計画と評価

統合的な事業デザイン
参画型の評価プロセス

④

分野を
横断
する
検討・
計画・
運営
体制

⑤

普遍

性を

持つ

・論理

・手法

・地方創
生事業



透明性；指標の活用
「私たちのまちにとってのＳＤＧｓ ～導入のためのガイドライン～」

31

・一般財団法人建築環境・省エネルギー機
構（ＩＢＥＣ）では、2018年3月に、自治体
SDGsガイドライン（第２版）を取りまとめ

・ガイドラインは、同機構ＨＰからダウンロード
可能（http://www.ibec.or.jp/sdgs/）

※上記ガイドライン（第２版）の取りまとめと併せて、これまでの自治体SDGｓ

指標検討委員会における議論の結果を取りまとめた、「進捗管理のための
指標リスト（試行版）」も作成。
指標リストについても、同機構ＨＰよりダウンロード可能。

＜ＩＢＥＣのＨＰより＞

【自治体SDGs指標検討委員会】
委員長 村上 周三 建築環境・省エネルギー機構 理事長
幹 事 川久保 俊 法政大学デザイン工学部建築学科

准教授
委 員 大塚 隆志 イクレイ日本事務局長
委 員 蟹江 憲史 慶應義塾大学大学院政策・メディア

研究科教授
委 員 後藤 春彦 早稲田大学大学院

創造理工学研究科建築学専攻教授
委 員 三條 明仁 国際協力機構社会基盤・平和構築

部次長兼都市・地域開発グループ長
委 員 関 幸子 ㈱ ローカルファースト研究所代表
委 員 出口 敦 東京大学大学院新領域学研究科社

会文化環境学専攻教授
委 員 藤田 壮 国立環境研究所

社会環境システム研究センター長
協力委員 内閣府地方創生推進事務局参事官
協力委員 環境省大臣官房環境計画課課長
協力委員 国土交通省住宅局住宅生産課

建築環境企画室長

2030目標・
ターゲット

SDGsの普遍的な
原則、国の目標か
らの指標構築

SDGsの計画と評価の理論と方法論（開発中）
（普遍性と参画性）

• 「横」の比較でなく「縦」の比較；同一主体で目標にどれだけ近づいたかを測るので
あって、異なる主体を横断的に比較するのではない。

• 目標／ターゲットが自己満足とならないようサイエンス・ベースでSDGsの観点から検証
• 個々の主体の主観的優先度に合わせての目標と評価指標の選択
➡国⽴環境研・慶応⼤学・国際連合⼤学で開発中（2018-2020）

個別
課題

課
題

課
題

課
題

バックキャスティング
進捗を測る指標

ターゲット 1
2030年までに⽂化
振興の雇用創出

指標群リスト
1) 図書館雇

用者数
2) ⽂化イベ

ント参加
者数

SDG 8.9   2030年までに、
雇用創出、地方の⽂化振興・
産品販促につながる持続可
能な観光業を促進するための
政策を⽴案し実施する。

自治体A
指標

美術館訪
問者数

国際・国レベルでの進捗計測
自治体のターゲットと指標のイメージ

自治体・主体目標進捗計測

自治体・企業の主体的な
選択指標

専門家とステイクホルダー
との協働での開発プロセス

(Co-Planning) 普遍的指標と主体的指標の
論理的整合性、相関性

32



2011 2030 2050

地域経済活動

資源循環の
地域拠点 他

ベースラインの成長目標（市場メ
カニズムと現状の財源条件等で
の基本的な地域成長）

33

持続可能経済力
例えば

（「経済成長」―

「環境負荷発生
の社会負担」
温室効果ガス
資源消費 等

地域
社会力
上乗せ

低炭素エネル
ギー供給拠点

魅力のある
地域システム

ベース
成長

SDGsの計画ｱﾌﾟﾛｰﾁ（ﾊﾞｯｸｷｬｽﾃｨﾝｸ）ﾞ
・低炭素・多元的な価値の客観的評価と総合的な評価尺度
・定量化、地図化による見える化による合意形成・参画支援

SDGsの自治体支援体制、支援ツールSDGsの自治体支援体制、支援ツール

SDGsの普遍
的・包摂的・
統合的効果
・地域エネルギー、
地方創生等の事業
効果

33

・ 地域統合評価モデル(浜通り北部地域スナップショットモデル)
・ 対象とする自治体、事業対象地域における産業波及効果や町外通勤を考慮し、
産業・雇用・人口の将来像を推計
・ この結果を利用して自治体、企業担当者に提供して将来ゴールを設定を支援。

SDGs計画と評価をサポートする地域統合評価モデル

34

自治体、企業担当
者との協議で目標
を選択的に設定

将来シナリオから
地域優先課題とな
る事象を定量化



将来シナリオと復興のロードマップの構築
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4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

人

人口維持シナリオ

なりゆきシナリオ

環境・エネルギー産業、製
造業の雇用維持・拡大

町内の消費拡大

農林水産業の振興・回復

子育て支援による
出生率向上

就業者の定住促進

なりゆきと比較した
人口増加への貢献度

• 新地町の人口目標達成と具体的取り組みの根拠を示す

• 人口維持に必要な各分野の施策の目標水準を分析。環境・エネルギー産業の貢献度も。

• さらに人口維持しつつ低炭素となる技術シナリオを構築。
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C
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排
出
量
［

k
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C
O

2
/年
］

人口維持シナリオ

人口維持×低炭素
シナリオ

2005年比-70%

地域エネ
システム

太陽光等

省エネ等

技術シナリオの推計

人口シナリオの推計

2016年3月策定の新地町人口ビ
ジョン・総合戦略に反映。

人口維持・産業振興のもとでも地域全体
を低炭素化する技術シナリオを推計。

地域統合評価モデルの⼊出⼒とSDGsの関連
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 計
貧
困

飢
餓

健
康
福
祉

教
育

ジ
ェ
ン
ダ
ー

公
衆
衛
生

エ
ネ
ル
ギ
ー

仕
事
・経
済

産
業
・技
術

不
平
等

都
市

消
費
・生
産

気
候
変
動

海
洋

陸
上

平
和

協
働

将
来
想
定

出生率・死亡率 1 1 1 1 1 5
雇用構造 1 1 1 1 4
再エネ投資 1 1 4
産業⽴地 1 1 1 1 4
都市集約拠点 1 1 1 3
交通構造 1 1 2
労働生産性 1 1 1 3
就業時間 1 1 2
消費構造 1 1 1 1 1 1 7
エネルギー技術 1 1 1 3
廃棄物処理割合 1 1 2

社
会
経
済
変
数

人口、世帯数 1 1 1 1 4
従業者数 1 1 1 3
産業生産額 1 1 1 3
通勤通学者数 1 1 1 1 5
消費支出 1 1 1 3
交通機関別輸送量 1 1 2
⼟地利用・空間分布 1 1 1 1 1 5

環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー

エネルギー消費量 1 1 1 3
エネルギー供給量 1 1 3
CO2排出量 1 1
CO2吸収量 1 1 2
廃棄物最終処分量 1 1 1 4

計 4 5 4 2 4 2 6 8 7 3 9 6 13 0 4 0 0 77

• 地域統合評価モデルは気候変動対策を中心に開発されてきたためSDGsへの対応は強弱がある
• 議論を通じて定量化が有用な指標を検討し、その将来推計をのために改良・開発する



カーシェアリング等の地域交通システム導入による効果分析手法

37

交通システム
の設定

地域交通システムの概要

カーシェアリング オンデマンドバス オンデマンドタクシー ライドシェア

ドライバーの
移動目的

私用として運転 業務として運転 業務として運転 目的地が一緒の
乗客を同乗させ
る場合もあれば、
業務として運転す
る場合もある

ドライバーの
スキル

一般ドライバー プロドライバー
（第二種運転免
許取得者）

プロドライバー（第
二種運転免許取
得者）

一般ドライバー

利用するク
ルマ

主に一般乗用
車（小型、大型）

主に小型バス 主に一般乗用車
（小型、大型）

主に一般乗用車
（小型、大型）

立ち寄り先 目的地まで直行 デマンドに応じ、
目的地到着まで
に複数個所立ち
寄り先を経由す
る場合あり

デマンドに応じ、目
的地到着までに複
数個所立ち寄り先
を経由する場合あ
り

目的地まで直行

事前予約
（呼び出し）

不必要 必要 必要 必要 図 地域交通システムの導入イメージ

� 各地域交通システムは、移動目的や利用する利用するクルマの大きさ等の点で異なってい
る。オンデマンドタクシーとオンデマンドバスは、車両の規模が異なるが、乗り合わせた各利
用者の目的地に順に立ち寄ってゆく点では同じである。

移転

移転

市街地化
区域

集約拠点
地区

移転

移転

デマンドタクシー
人口密度4,000人/ km2未満

カーシェアリング
デマンドバス
ライドシェア

人口密度4,000人/km2以上

エネルギーセンター

将来展開将来展開

地域発電事業者

ＤＲ

ADRのイベント検討

ＤＲＢＥＭＳ
ＤＲ

ＢＥＭＳ

ＤＲ

ＢＥＭＳ

ＤＲ

公共施設 事務所 住宅

ＤＲ ＨＥＭＳ

発電予測

ＤＲ

ＤＲ

●複合施設群クラウド蓄電池

クラウドと蓄電池側からなる 二階層構
成システム

周波数の変動から需給アンバランスを
把握し、充放電のリアルタイム・同期制
御を実現

クラウド蓄電池制御

●需要予測による高効率利用
複雑な法則や
パターンの抽出

消費電⼒データ

天気、イベント情報

大量データ・
情報の収集

Ａ
Ｂ

C

Ｄ

分析

予
測

制
御

ガス消費グラフガス消費グラフ

電力推移グラフ電力推移グラフ

熱量推移グラフ熱量推移グラフ

発電機の
経済的運転に寄与

●低炭素街区への形成、
施設立地・更新の誘導

新開発、復興開発での立地誘導

●地域発電施設、エネルギー
拠点ネットワークとの連携

メガソーラー、ごみ発電との連携

発電管理
設備管理
需給管理

スマートアグリ

学校

ＢＥＭＳ

ＤＲ

●熱電制御による適正利用

先導的な地産地消のスマートのエネルギー事業（ADRの展開）

ホテル・温浴

インセンティブ型

価格変動型

FＥＭＳ

需 要 予 測

再生可能エネルギー
FＥＭＳ

住宅ＤＲ

ＨＥＭＳ

ＤＲ

スマートアグリ

ＤＲ

住宅

ＨＥＭＳ

住宅

ＨＥＭＳ
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• 地域交通技術については、都市の集約化を考慮し、カーシェアリング、シェアライド等の
地域交通システム導入により低炭素化を促進する。

• 建物環境改善技術については、既築建物の改修（断熱改修等）、建物の新築および街
区更新を契機とした技術の導入により、建物内エネルギー消費量を削減する。

低炭素都市のイメー
ジ

建物環境改善技術の
導入が進む地域
例：住宅の対策イメージ

建築集合化
促進

地域交通技術が
普及する地域
・カーシェアリング等の
地域交通技術導入によ
るマイカー依存から脱却

なりゆき将来

低炭素技術が導入された将来
技術導入シナリオ
土地利用シナリオ

自動車への依存大

建築効率化水準
向上の限界

コンパクト都市の将来効果を算定する空間シナリオモデル

現状
（2015年）

集約化

集約化

集約化

39

壁の
高断熱化

窓断熱等

SDGs 計画評価を支援する地域統合評価モデルのフレーム

40

【2】空間・土地利用モデル

【1】社会経済マクロモデル

住宅・都市系
空間分布
マネジメント

工業系
空間分布
マネジメント

地域分
散エネ
ルギー
モデル

地域
交通
モデル

産業
共生
モデル

建物
更新
モデル

資源
循環
モデル

人口・産業活動

【3】
分野別
要素
モデル群

人口・従業者分布、工場立地
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【1】人口、経済活動の
将来像を推計

【2】都市の空間構造や

工場立地の推移
を推計

【3】各分野の環境対

策効果と課題を
分析

• ３層の構造からなる統合評価モデルのフレームワークを構築

• 地域全体の将来像、空間分布、各分野の環境対策を整合的に分析する手法を開発

• 福島県内の３地域（浜通り北部、郡山地域、会津地域）で将来シナリオの分析を開始

本フレームワーク及びモデル群の開発は、環境省「平成28年度CO2

テクノロジーアセスメント推進委託業務」の成果の一部である。

会津地域

浜通り北部地域

郡山・田村地域

人口分布、鉄道、道路（現状）



（イ）地域分散拠点に対する対策導入・削減効果算定モデル⼟地利⽤分析：郡⼭市の概要
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�郡山市概要
人口 33万人
市街化区域内人口 22万人（市全体の割合70.7%）
市街化区域面積 68km2（市全体の割合9.1%）

出典：郡山市マスタープラン
https://www.city.koriyama.fukushima.jp/331000/documents/4syou.pdf

出典：国⼟数値情報に基づき作成

�集約化拠点地区（右図青枠）は、郡山市マス
タープランおよび郡山市市街化区域内の
2010年メッシュ別エネルギー需要を参考に
1km四方ないし2km四方（駅前）のエリアに設
定

コンパクト都市によるSDGs効果の算定結果例
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� 2010年から2050年を対象に集約化計
算を4シナリオを実施。

�計算の結果、シナリオ β-1の拠点数は
13箇所、シナリオ β-2の拠点数は3箇
所と選定。

�地域交通事業は、αからβ-2にかけて

要件を達成するメッシュが増加すると
ともに対象となる人口・従業者も増加
する。

�地域エネルギー事業は、β-2が事業導
入の対象床面積が最も大きい。

① 2050年BAU ② 2050年α

③ 2050年β-1 ④ 2050年β-2
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CO2排出量の試算例
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地域エネルギーを活用する
まちづくりで５０％のエネル
ギーコスト削減の可能性

産業

•イメージしづらい⻑期的で⼤きな変化をシミュレート
•なりゆき将来や目標とする社会像を定量的に提⽰

•目標達成に必要な取組の内容・強度を同定
•検討されている取組の目標に対する効果を予測

•ある取組が他の分野・地域に及ぼす影響を推計
•多くの施策・事業の同時実施による効果を分析

•政策現場と研究者の双方向のシナリオ構築プロセス
•定量化によってステークホルダーとの議論を活性化

モデルを活用した将来推計によるSDGs計画・評価
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①地域の現状解析と将来像の定量化 ②地域の将来ゴール設定

③地域ごとのソリューションの
計画（バックキャスティング）と評価

④客観的エビデンス・指標による検討
サポートの合意形成の促進
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人口維持シナリ オの推計

人口維持シナリオ

なりゆきシナリオ 製造業・エネルギー産業の維持・拡⼤(約1350人)：
→現状を維持し、追加的に約300人の雇用創出

町内の商業・サービス業での消費拡⼤(約500人)：
→商業・サービス業の売り上げが約50%増加
→町⺠一人当たりの町内支出が約22%増加

農林⽔産業の振興・回復(約500人)：
→農業生産⾼が⾦額で震災以前から約1割増加
→震災以前の⽔産業の⽔準を回復・維持

⼦育て支援による出生率向上と世帯増加(約350人)：
→現状の⼦ども人口を維持
→ 20代・30代⼥性の就業率が約10%増加

就業者の定住促進による世帯数増加(約800人)：
→年間約20世帯(約60人)の純転⼊
→町外への通勤者が約170人(約10%)増加なりゆきと比較した

人口増加への貢献度

Source: IPCC AR5, WG3, SPM, Fig.SPM.4

空間分布の将来推計結果 CO2排出量・削減量胃

低炭素 物質循環 大気環境

対策
ケース

α

2020
二酸化炭素

排出量
５％削減

廃棄物処理費
用1％削減

昼間気温低下
最⼤ 0.23℃

2030 29％削減 16％削減 0.26℃

2050 81％削減 21％削減 0.30℃

対策
ケース

β

2020 8％削減 1％削減 0.71℃

2030 33％削減 55％削減 0.84℃

2050 85％削減 70％削減 1.00℃

環境対策による各分野の総合的な効果町内常住者の就業地構成

出典：東京都市圏における環境対策のモデル分析最終とり
まとめ概要(2016年) より作成


